
目 次

巻頭言 ………………………………………2

タートル結成30周年を迎えるに当たり
思うこと

工藤 正一（くどう しょういち）

2024年3月交流会講演
「視覚障害者の就労の現状」 …………4

社会福祉法人 日本視覚障害者団体連合
総合相談室相談員（雇用・就労担当）
相沢 保（あいざわ たもつ）氏

2024年通常総会記念講演
「失明から50年 病院と学校、地域で
出会った人々に支えられて」 …………15

社会福祉法人日本盲人福祉委員会常務理事
指田 忠司（さしだ ちゅうじ）氏

お知らせコーナー………………………24

奥付 …………………………………………28

ＳＳＫＵ
特定非営利活動法人 視覚障害者の就労を支援する会

情報誌

第66号タートルタートルタートル
おかげさまで
タートルは今年30周年を迎えます

1998年10月9日第三種郵便物認可 （毎月3回8の日発行） 2025年4月11日発行ＳＳＫＵ増刊通巻第8140号

1



今年はタートル結成30周年を迎えますが、
本号、タートル情報誌第66号の相沢保氏と指
田忠司氏の講演録を読み、また、タートル第
63号特別号（和泉森太氏追悼文集）を読み、
タートル発足当初のことを思い起こしていま
す。

タートルの前身は1992年5月、「視覚障害
国家公務員の会」を立ち上げたことに始まり
ます。そこに、厚生省職員秋元明さん（故
人）の復職支援の相談が舞い込んだことがき
っかけで、1995年6月に中途視覚障害者の復
職を考える会（タートルの会）が設立されま
した。和泉先生の追悼文集にはタートル発足
の経緯とタートルの原点が記録されていま
す。この機会に、再度ご一読いただけたら幸
いです。ちなみに、追悼集を編纂するため当
時の方々に連絡をとったところ、少なからぬ
人が亡くなっておられたことに時の流れを感
じました。心よりご冥福をお祈りいたしま
す。

タートル手記集『中途失明～それでも朝は
くる～』では、働き盛りのごく普通の人が、
中途失明という人生における最大の試練に直
面し、悩み、苦しみ、葛藤を繰り返し、前向
きに生きようと立ち上がりました。そして、
さらに働き続けたいという強い意志を持ち、
多くの人に支えられて、復職し、あるいは再

就職を果たしました。目が見えなくなると、
「何もできなくなる」、「何もできない」とい
う先入観、偏見は多くの人が持っています。
この偏見こそ周囲が本人を離職へと追い込
み、また本人も離職せざるを得ないと思い込
むことに繋がっています。この状況は基本的
に昔も今も変わらず、だからこそ、タートル
の存在があります。

さて、相沢さんと私の関係は、労働省休職
中に、障害者団体の学習会でお会いした時に
始まります。特に個人的には、私がハローワ
ークの第一線の窓口で働きたいと希望した
時、受け入れ側の東京都庁の関係部局に働き
かけてくれたのが相沢さんです。また、日視
連の相談員として、労働政策審議会や各種研
究会などでもバックアップしてくれました。
労働行政における人脈も豊富で、経営者団
体、労働組合、障害者団体とも交流し、政策
立案や制度設計にも影響を与えてきた方で
す。何よりも若い時から障害者に寄り添い、
現場の実態を踏まえて行政に携わってこられ
たことに、心から尊敬しています。今回の相
沢さんの講演録はその意味でも読み応えがあ
ります。

また、指田さんとは立場は違っても、視覚
障害者として、同じ方向を向いて活動してき
た同志です。一時期、障害者職業総合センタ
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ーの同じフロアで仕事をしたこともありま
す。指田さんは運動家から研究者に転進され
た方ですが、全盲の視覚障害当事者が労働問
題の研究現場で活躍する意義は極めて大きい
と実感しています。特に、国内の障害者事情
はもちろん、諸外国の事情に明るいことには
定評があります。講演では、失明からの半世
紀を語られましたが、この間の、視覚障害者
の雇用・就労環境は大きく変化しました。そ
れらを視覚障害者に特化した数々の研究成果
として残しておられます。今も分からないこ
とは指田さんに聞いてみようというのが、私
にとっての指田さんです。

昨今のコロナ禍やスマホ・ＳＮＳの普及で
人との関係性が希薄になったように感じま
す。和泉先生と一緒に相談していた頃は限り
なくアナログ的で、和泉先生は「新しい酒は
新しい革袋に盛れ」とよく言っていました。
タートルも30周年を迎えるに当たり、世代交
代が課題となっています。中途失明～それで
も朝はくる、陽はまた昇る、未来を信じて
～。ともあれ、タートルの原点は変わるもの
ではありません。

1998年10月9日第三種郵便物認可 （毎月3回8の日発行） 2025年4月11日発行ＳＳＫＵ増刊通巻第8140号

3



皆さんこんにちは。ご紹介いただきました
相沢と申します。約1時間にわたり発言の機
会をいただき大変感謝申し上げます。私の略
歴として、「公私にわたる約40年の障害者支
援」と紹介いただきましたが、タートルの運
動と直接の接点が多くあった訳ではありませ
んでした。しかし、タートルは約30年にわた
り、各種就労支援に加え書籍なども出版され
てきました。そのため先駆的な取り組みをさ
れる団体と認識しています。

現在、情勢が様々に変わってきています。
そこで基本となる考え方、つまり方向性に関
する話をして、皆さんと確認できると良いと
思います。今日の話は「障害の本質的な問題
や捉え方」「障害者雇用に係る法律、対策、
制度」をどう見ていくか、「障害者の就職、
職業紹介や雇用管理の課題」という面も考え
たいと思います。また、課題については最後
に整理する形にしたいと思います。
実は2月3日に日視連が中心となり、公務

員・視覚障害者の3回目の集いを開催しまし
た。その時の内容に加え、国家公務員12名、
地方公務員12名、独立行政法人1名の計25名
のアンケート結果に関しても少しご紹介した
いと思います。

最初に基本的な考え方ですが、「障害とリ
ハビリテーション」という言い方をしていま
す。障害をどう見るかというと、既に整理さ
れている話ですが、機能障害（インペアメン
ト）、能力障害（ディスアビリティ）、社会的
不利益という3区分のあることが、1990年の
段階で規定されています。ただ、一般的には
「障害がある」ということを一括りにする傾
向があるため、そこを明確にしなければと考
えます。
例えば、機能・形態障害の場合、切断して

腕が無いことが機能的なインペアメントです
ね。そのことにより、両手でモノを持つこと
ができません。しかし、片手でモノを持った
り義手を使うことで、能力の低下（ディスア
ビリティ）は改善できます。また、社会的不
利益とは「障害があるから」という理由で、
社会がその人を受けいれないことです。それ
を「社会的不利益」と整理しています。
後ほど少し触れたいのですが、視覚障害の

人と言うと、多くの人が持つイメージは「全
盲の人」というイメージです。そのため「見
えない人は何もできない」という結びつけ方
をしますが、それは全く違います。全体とし
てはロービジョンの方が圧倒的に多いですが、
そういう状況下でも「できること」や「何が
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課題になっているか」がきちんと整理されな
いといけないし、一般的には間違えたまま理
解されていること自体が課題だと思います。
また、視覚障害は「移動障害」「情報障

害」と言われますが、「社会的不利益」から
見ると、ひどい言い方ですが、「視覚障害の
人を辞めさせるには、情報を与えなければい
い」などと平然と言う人も実際いました。現
在、そんなことを言う人はいないでしょうが、
視覚障害者の持つ障害特性をどうカバーリン
グしていくか、どういう対処を求めていくか
という点がポイントになると思います。
次に、リハビリテーションの問題に戻ると

「リハビリテーションとは、本来『名誉の回
復』『権利の回復』という意味で用いられ
た」と東大の上田 敏先生が言われています。
つまり、宗教裁判で破門となった人が「再び
社会に戻る」という意味の「リ・ハビリテー
ション」という言葉から来ています。「再び
社会に復帰する」という意味でしょうか。先
ほどの障害との関係で言えば、社会との接点
が排除され希薄な状態から復帰して、その人
らしい生き方をするよう目指すことがリハビ
リテーションになります。
そして、働く問題で言えば、日本国憲法27

条で「すべて国民は勤労の権利を有する」と
定めているので、それも含めて考える必要が
あります。また、逆に言えば「なぜ働くか」
という問題もきちんと整理しなければいけま
せん。つまり「働きたいから働く」という話
ではないのです。
例えば、働くことにより「自己実現」や

「社会参加」「経済自立」がなされ、働くこ
とが人としての発達を促すと言われます。た
だ、働く際のタイミングですが、実際に自分
のやりたい仕事で働けない場合も多く「自分
ができる仕事」「社会が受けいれる仕事」と

いう形になります。本当は自分のやりたい仕
事ができれば一番良いのですが、社会が受け
いれる仕事が最初の要件になりますから、自
分のできる仕事をどう拡げるかが大事になり
ます。それが、自分の望んだ仕事に次第に結
びつくと言われます。ですから、マッチング
の観点から言うと、自分のやりたい仕事を考
えるだけでは、次の展開には至らないと思い
ます。
さらに、「障害者雇用の促進と安定のキー

ワード」と言いますが、「不安感と負担感の
解消」という問題があります。例えば、視覚
障害の人を採用する場合に「視覚障害の人は
どこまで仕事ができるか」「周りはどうサポ
ートしないといけないか」と事業主さんはよ
く言います。
逆に、視覚障害の人に「こういう仕事をし

てみませんか」と言うと、「自分にできる
か」とか、「周りに迷惑をかけるのではない
か」といった不安感や負担感を持つし、同じ
ように企業も不安感や負担感を持ちます。こ
のことは、先ほど話した障害特性や障害レベ
ルの問題を理解していないと、すべて一括り
になりがちです。「見えていないから」「自分
には仕事ができないから」という理由によっ
て、マッチングできないと思ってしまうので
す。
加えて、「変化と支え」という言い方をし

ますが、働くことを継続するには「医療と生
活管理等のマネジメント」を支えることも必
要です。今日は視覚障害の人の話になります
が、現在では発達障害や精神の人たちの多く
が労働市場に入っています。しかし、「仕事
の内容が変わる」「ケアパーソンが変わる」
「職場が変わる」「景気・経済・社会が変わ
る」などの状況に加え、「自分が変わる」
「家族が変わる」という場面になると、知的
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障害や精神障害の人たちは対応が難しくなり、
そういった変化への支援が必要になります。
後ほど触れますが、視覚障害の人に関して

も現在はすごい勢いで仕事が変化しています。
ＩＴ化で仕事が可能になった部分もあります
が、ＩＴ化のスピードが速いためついていく
のが大変な部分もあって、「どういう体制を
取るか」という観点も必要になります。
では、「障害者雇用とは何か」という話で

すが、「法律で決まっているから、障害を持
っている人を採用する」という話では当然な
いし、障害者を雇用するメリットは社会や会
社の側にも当然あります。「社会的任務責務
の達成」「法令遵守」「組織のダイバーシティ
多様化に対応」といったことですね。また
「環境改善」を考えると、先ほど「企業で仕
事が変わる」と話しましたが、環境が変化し
ていく中で、ユニバーサルデザイン的に職場
環境を変えないと企業が持たない状態です。
逆に言えば、そこで障害者雇用を進めるメリ
ットや優位性が出現するのです。私たちが事
業主と話をする時は「障害のある人が働きや
すい組織は、誰にとっても働きやすい」と言
っています。
そして、つけ加えると、障害者雇用は決し

て特別な話ではありません。職場には様々な
人がいます。「親御さんの介護をする人」や
「育休・産休の人」、「年齢の高い人」「がん
を治療して復帰している人」、あるいは「透
析をしている人」「シングルで子育て中の
人」など多くの人がいて、職場はお互いさま
で成り立っているのです。
現代は、30年前のように頑強で「ファイト

一発」「行け行けドンドン」と高度成長で稼
ぐヤツや、トークで会社を引っ張っていくヤ
ツが、優位性を保つ時代ではありません。今
は様々な人がいて、その人たちが職場の中で

助け合う時代です。皆が個人的事情を抱えて
いるのが現実の職場ですから、逆に言えば障
害を持つ人のいることが必要なのだと思いま
す。
また、SDGsを「持続可能な開発目標」

と言いますが、2030年までに若者や障害者を
含むすべての女性と男性に対し、完全かつ生
産的な雇用と働きがいのある人間らしい仕事
が求められています。ディーセントワークと
も言いますが、資源だけでなく生きている人
間が継続雇用により継続して働き、生活して
いくことも重要なのです。これは周囲の環境
だけの話ではなくて、人に対しても必要なの
です。
次は2つ目の項目です。障害者雇用対策で

は、「雇用率制度」「納付金制度」「助成金制
度」が3本の柱になっています。どういうこ
とかと言うと、法定雇用率として一定規模以
上には雇用率を定めているという話です。ま
た、納付金制度とは雇用率未達成の場合は一
人につき月額5万円を不足分として集め、そ
れを助成金（調整金）給付することで経済の
公平分担を図るという話です。
そして、一般雇用への支援ですが、窓口と

してはハローワークでの取り組みとなります。
後ほど触れますが、ハローワークの障害者窓
口は専門援助第二部門や、専門援助部門など
と言います。かつてハローワークでは、新規
の学校卒業生と障害者窓口が一体になってい
て、そこで支援をしていた経緯があります。
また、「なかぽつセンター」と呼ばれる

「障害者就業・生活支援センター」というも
のがあり、全国展開しています。他には「地
域障害者職業センター」もあるため、ハロー
ワークに加えて、「就業・生活支援センター」
「地域障害者職業センター」を使われた方も
いらっしゃるかと思います。実は、数字を少
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し紹介すると、地域障害者職業センターとし
ては、東京では上野に東京障害者職業センタ
ーがあって立川に多摩支所があります。こち
らの職業センターを利用した方は、少し古い
データですが27，147人です。そのうち視覚障
害の方は何人ぐらいだと思いますか。数とし
ては、27，147人に対し157人になります。
こちらにはジョブコーチ支援として、障害

を持つ人が入職する時のアセスメントやその
後の支援を行うための「ジョブコーチ制度」
があります。全国の数字では2，746人がジョ
ブコーチの支援を受けました。では、2，746
人のうち視覚障害の人は何人かと言うと29人
になります。何が言いたいかというと、施設
も含めて制度をどう活用していくかという観
点も必要なのです。そのため、「なぜ制度が
使えないか」についても議論しないといけま
せんが、視覚障害に特化したジョブコーチが
十分に配置されていないことも、大きな要因
なのです。
ですから、地域障害者職業センターに相談

に行っても、企業とマッチングしてアセスメ
ントをする際、視覚障害に対応できるジョブ
コーチを一緒に支援する話まで行かない点も、
1つの要因だと思います。そのため数的に少
ない問題に加え、その制度を活用できる仕組
みをどう作るか対応策を考えることも必要な
のです。
障害者関係の法律のスライドを映していま

すが、「身体障害者雇用促進法」は昭和35年
（1960年）に制定された法律です。その時か
らかなり年数が経ちますが、スライド表示の
「分野別福祉関係の障害者法律」では、身体
障害者雇用の部分に「身体障害者雇用促進
法」があり、これは後に「障害者雇用促進
法」へと名前が変わります。
しかし、一番古い法律は精神障害の人たち

に関する法律でした。これは100年以上も前
の話です。現在は変わりましたが、当時は精
神障害の人たちを家族が座敷牢で看る状況で
した。これは東大の呉先生が言われた言葉で、
私も一番感銘を受けた言葉は「この病を得た
不幸と我国に生まれた不幸を併せ持つ」とい
うものです。障害や病を得たいと思う人はい
ませんが、この国に生まれたがゆえに、制度
・政策が不十分というもので、先生が大正時
代に実態調査を行った際の言葉です。
つまり、「病気や障害は、制度によって苦

しめられてはいけない」と私は思っています。
私的意見ですが、ハンセン病やチッソの問題、
サリドマイドの問題に関し、ずっと個人的に
様々な関わりを持ってきました。誰もが幸福
になれる権利を持っているのですから、お金
は何の役にも立たない裏金ではなくて、こう
いう施策にきちんと使ってほしいと考えます。
さて、「障害者に対する差別の禁止」「合理

的配慮の提供義務」は皆さんご存じと思いま
す。これは雇用の入口で、例えば「点字受験
したいと言われたら保障しなさい」というも
のです。2024年4月からは、白杖を使う人や
盲導犬ユーザーがお店等に行かれた時に、民
間事業者にも合理的配慮が義務化されていま
す。
これは私が住んでいる地域の話ですが、白

杖の資格申請のために、つまり白杖取得のた
め市役所の福祉課の窓口に行き書類申請しよ
うとした人がいました。すると、市役所の職
員が「では、これに記入してください」と書
類をピラッと出して渡したそうです。その方
は私の知り合いの視覚障害の女性でしたが、
「何なんだろう」と思ったそうです。自分は
見えないから白杖申請をしているのに、書類
を出され「これに記載しなさい」という言い
方はないという話になったのです。
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言い方は悪いですが、役所の窓口にも感覚
のズレた人が未だにいますから、そんな状況
を無くすには様々な手立てが必要なのだと思
います。今日はこの話を細かくしませんが、
私は多くの場所での経験を踏まえ、「特別の
配慮や遠慮はするな」という言い方をしてい
ます。でも、「合理的な配慮はしなさい」と。
合理的な配慮の第一歩は、例えば障害を持つ
人たちから相談があれば、その相談窓口で
「必要かどうか」という合理的な判断がきち
んとでき、相手の立場に立った想像力がある
ことです。それが必要なのだと言っています。
今、私が関わる7，000人ほどの民間企業で

は、障害を持つ人たちを人事で採用し、現場
に配置しています。たまたま発達障害の人を
各現場に3～4人ずつ配置したところ、現場
では「障害者雇用とは何か」がわからなかっ
たそうです。発達障害の人たちの特性も含め、
どう対処したら良いかわからないのです。そ
れで、「人事から言われたから」「障害者雇用
の対象者だから」「障害者だから」という理
由で遠慮して仕事を渡さなかったり、その人
に特別な配慮を行い、「その人の言うことは
何でも正しい」というやり方をしているので
す。
そうすると、結局のところ現場では周りが

疲弊してしまいます。「何が必要か」「どうい
うことが合理的配慮なのか」という点が整理
されないと、働く側にしても周りの人にとっ
ても、お互い難しくなってしまいます。今、
それを少し感じています。
障害者雇用制度の問題では、皆さんご存じ

のように役所も含め民間企業にも「法定雇用
率」という制度が定められています。2024年
3月31日まで民間の法定雇用率は2．3％で、
国・地方自治体の法定雇用率は2．6％です。
これは5年ごとに失業者数を割り出し、議論

の後に計算して法定雇用率を出します。つま
り、法律で雇用率を決める仕組みなのです。
ただ、障害者雇用促進法における障害者の

範囲は、「身体」「知的」「精神その他」のため、
この法律で最初に努力義務として雇用率の対
象となったのは身体障害の人たち、次が知的
障害、そして精神障害の人たちという順番で
す。これには様々な運動の結果もありますが、
障害者団体が要求をきちんと伝え要望するこ
とが重要なため、身体障害者が中心となって
きたわけです。
次に知的障害の人たちに対しては、養護学

校の義務化というのでしょうか。知的障害の
人の学ぶ権利を保障する目的で、義務化が進
められました。そして、出口問題ということ
で、作業所づくりやその後の運動が展開する
形になりました。加えて、精神障害の人たち
には、「家族も関わりたくない」という状況
もありましたが、今は医療の発達により安定
して生活する人が多くなりました。「働ける
人を労働市場に」の対象となり運動が展開さ
れたのです。
以前、私が障害者問題に関わった頃は「障

害と病気は違う」と言われていました。つま
り、病気が固定したものが障害であると。と
ころが、今は網膜色素変性症など進行性の病
気の人もいるので、そういう部分も含めどう
見ていくかという問題が生じています。
また、先ほどは手帳保持者を障害者雇用の

対象とすると説明しましたが、ハローワーク
の窓口でもコロナ後遺症の人たちが仕事探し
に苦労されている話をよく聞きます。ですか
ら、誰もが働ける社会をつくるなら、そうい
う点も含め今後の展開を考える必要があるの
です。
少し歴史を振り返ると、1960年は法定雇用

率が1．3％で身体障害者が対象でした。それ
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も努力義務でしたが、身体障害者の人たちの
要求で制度が変わりました。さらに、知的障
害の人たちを雇用率に算入することで制度自
体も大きく変化しました。例えば、特例子会
社制度のように制度が様々に変わり、良いか
悪いかは別にしても障害者雇用政策は拡大し
展開をしていく状況です。
次に障害者雇用の状況をご説明すると、毎

年6月1日現在で、民間企業も官公庁も障害
者の雇用状況報告書を提出します。昨年6月
1日付の状況が12月22日に公表されたところ、
民間企業での法定雇用率は2．3％ですが、働
く障害者数はカウント数になっており、重度
の場合にはダブルカウントが適用されます。
これを前提に話すと、雇用障害者数は64万
2，178．0人です。ハーフカウントがあるため
に小数点がつきますが、64万人のうちの36万
人が身体障害で、15万1，722．5人が知的障害、
精神障害は13万298人となり、民間企業で雇
用される障害者の半分は身体障害者なのです。
そして、四分の一ずつが知的障害者と精神障
害者になります。
昨年の雇用率を実雇用率といいますが、民

間企業における実際の雇用率は2．33％です。
つまり、法定雇用率は2．3％ですから、初め
て法定雇用率を上回った形です。先ほども少
し触れましたが、障害者雇用に特化した子会
社として、例えばＡ会社が特例子会社Ｂを作
ると、子会社Ｂで雇用する障害者はＡにカウ
ントができる仕組みです。現在、この特例子
会社は598社ですから、障害者雇用を行うた
めの子会社が約600近く作られているわけで
す。
実は、私が関わる民間企業は7，000人規模

ですが、昨年12月に特例子会社を立ち上げま
した。「良いか悪いかの議論はある」と話し
ましたが、例えばタクシー会社は乗務員の数

が圧倒的に多く、乗務員の中には身体障害の
人も数名はいますが、運転免許証がなければ
運転ができないため、雇用自体ができないの
です。先ほど、「本人がやりたい仕事」「でき
る仕事」「社会が受けいれる仕事」と話しま
したが、免許が無いとその仕事はできません。
そこで、障害を持つ人への仕事の切り出しと
言いますが、バックヤードの仕事として職場
環境整備や業務の集約により雇用率を達成す
るため、働く場所を作ることになります。や
はり、様々な心配があるので、注意しながら
展開していく形です。
では、数だけ簡単に話すと、国の機関での

障害者雇用は9，940人で、実雇用率は2．92％
です。法定雇用率は2．6％ですから国は達成
しています。また、都道府県は10，624．5人で
実雇用率2．96％のため達成し、市町村は
35，611人で実雇用率2．63％ですから何とか達
成しています。ただ、都道府県・市町村の教
育委員会は16，999人で、実雇用率は2．34％で
す。教育委員会の雇用率設定は2．5％のため
未達成ですが、これには様々な理由がありま
す。
例えば、私も埼玉・某市の障害者雇用支援

をしていますが、1，000人規模の地方自治体
のために窓口業務が圧倒的に多いので、障害
者雇用がかなり厳しいのです。さらに、人事
異動の面も影響があると思います。
今後は、民間企業は現在2．3％の雇用率が、

令和6年4月から2．5％に引き上げられます。
さらに、民間企業は令和8年7月に2．7％と
なり、今より0．4％引き上げられますが、0．4％
の引き上げは現在までない状況です。これに
は様々な影響がありますが、法定雇用率によ
る計算をすれば、こういう数字になります。
現在のところ、民間事業主は従業員43．5人に
対し障害者を一人雇う必要がありますが、令
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和8年7月には37．5人に対し一人を雇わなけ
ればいけない状況となります。
そして、もう一つの除外率という制度です

が、先ほど例に出したタクシー会社では除外
率が現在55％なので、100人いたら55人分は
母数から外して良い形です。ただ、この数字
は廃止が決定されていて、令和7年4月に除
外率は10ポイント引き下げとなります。つま
り、今まで母数から55％引いていたのが10％
引き下げられ45％となるため、今度は母数が
逆転して100人なら55人が母数となります。
さらに、現在は精神障害の人の場合、週の

労働時間が20時間以上30時間未満であれば、
雇用率を1でカウントしますが、令和6年4
月以降は所定労働時間が10時間以上20時間未
満の精神障害者、重度身体障害者、重度知的
障害者も雇用上0．5カウントで算定するよう
になります。どういうことかと言うと、週に
10時間働くというのは、一日2時間ずつ5日
働けば10時間以上になるため、その人を0．5
でカウントできるということです。しかし、
週に10時間の労働で生活が成り立つのでしょ
うか。後ほど触れますが、従来パートで20時
間以上働く人は雇用保険の被保険者で雇用率
の対象でしたが、この制度により10時間以上
なら雇用保険の被保険者にする方向性が出て
きたのです。
これは何を意味するのでしょうか。労働者

の生活や、「働く」ことを本当に目指してい
るのでしょうか。よく「精神の人は短い時間
しか働けないから」「重度の障害者は短い時
間の方が働きやすいから」と言いますが、本
当にそうなのでしょうか。データ分析をして
みると、少し違う部分も見えますが、この点
が今は変わりつつあります。雇用率の改定と
同時に、様々なものも変わってくるのです。
障害者雇用納付金制度でも「雇用率に一人

不足なら月5万円」と従来は言ってきました。
しかし、大手企業には1，000人以上の規模で
も雇用率を問題なく達成している会社もあり
ます。また、雇用納付金の反対給付として超
過分には雇用調整金を支給する制度もあるた
め、その企業に多くの資金が支給されるとい
う批判も生じ、この制度も少し変わっていき
ます。
さらに、障害者総数965万人中で、18歳～

64歳までのいわゆる労働力世代は377万人と
言われています。そのうち、福祉サービスの
就労移行支援に33，000人、就労継続支援Ａ型
に77，000人、就労継続支援Ｂ型に287，000人、
就労定着支援が11，000人です。こういった部
分が一般雇用ではない「福祉的な就労」です。
このうちＡ型には雇用関係がありますが、Ｂ
型は福祉作業所ということで、該当者はその
中で働いています。先ほど話をしたように、
雇用状況報告での障害者雇用では64万人が働
いており、ハローワークから企業に就職した
人は一年間で10万人ですが、福祉的な雇用関
係のＡ型では25，000人が働いているのです。
では、ハローワークを通じどんな就職がさ

れているのでしょうか。就職数だけ話をする
と、昨年5月31日に発表された数字ですが、
令和4年度一年間にハローワークを通じ就職
した人（身体障害者）は21，914人です。知的
障害の人が20，573人、精神障害の人が54，074
人ですから、先ほど言った雇用状況数とは逆
に精神障害の人たちが半分を占めていて、四
分の一ずつを身体と知的の人たちが占めてい
ます。現在の労働市場の傾向としては、精神
障害の人たちの就職数が多くなっていると理
解いただければ結構です。
今、身体障害者の就職者数を21，914人と言

いましたが、そのうち視覚障害者は何人ほど
だと思いますか。21，914人のうち視覚障害の

1998年10月9日第三種郵便物認可 （毎月3回8の日発行） 2025年4月11日発行ＳＳＫＵ増刊通巻第8140号

10



人は1，499人で、そのうち重度の方が782人な
ので、1，500人の半分は重度の方という状況
です。後ほど質問があればお答えしますが、
ＡＭＥＤ（日本医療研究開発機構）の研究の
関係で、「ハローワークにおける視覚障害者
の就労支援の実態」に関し、平成29年に日視
連相談室長の工藤正一氏と都内ハローワーク
で調査を行いました。
「視覚障害者から手帳提示と見え方説明が

十分か」と聞いたところ、17のハローワーク
のうち「十分」が7、「不十分」が9、残り
が「どちらとも言えない」という結果でした。
さらに、「視覚障害者の就労支援で困難と感
じるのはどういうことか」と聞くと、
・視覚障害者の病気や見え方がよくわからな
い

・適職判断ができない
・見えないと仕事はできないと思いがちで、
求人の開拓ができない

・就労支援以前の生活や歩行など課題が多い
・職業訓練でスキルを身につける機会が無く、
できる仕事が少ない

というものでした。
この中では、先ほど言ったように「病気や

見え方がわからない」という回答が一番多く、
9か所ありました。あとは「訓練やスキルの
部分がわからない」で、これらをハローワー
クの職員が感じています。職員自身が病気や
見え方への理解を持っていないため、職業紹
介の専門性を発揮できないのです。さらに、
就労支援以前の課題に加え、福祉・生活・歩
行訓練の多様性や必要性も感じていて、必要
なケアも含め支援機関との連携が必須と感じ
させる内容でした。
何が言いたいかというと、「自分の見え方

やできることについて、きちんと自分で説明
できるか」ということです。なぜなら、それ

が第一歩だからです。最近のことですが、ず
っと電気関係の会社に勤めていた人が再雇用
となり、それが一年で終了しました。そのた
め都内のハローワークに行ったところ、「60
歳を過ぎて視覚障害の人の求人などありませ
んよ」と職員から言われたそうです。「それ
はちょっと良くないよね」という話になり、
そのハローワークに行き高橋 広先生監修の
『みる 見る 診る』という冊子を渡しまし
た。なぜなら見え方の問題だけでなく、視覚
障害者へのハローワーク職員の対応訓練が十
分と言い切れないからです。現在は、精神や
発達障害の人が得意な相談員が圧倒的に多い
かもしれません。
何故こんな状況が生じたかというと、先ほ

ど話したように、知らないからそういう対応
をとるのです。ですから、怒るのではなくき
ちんと教えないと、物事を変えることになら
ないからです。そこで、ハローワークに行き
相談員や統括指導官に話し、資料を渡すこと
で求人開拓のお願いをしました。つまり、何
がミスマッチを引き起こすかというと、我々
がきちんと説明できていない部分かあること
に加え、言い方は悪いですが、ハローワーク
の窓口に理解不十分な人がいることでミスマ
ッチが起きるのです。
私は先輩から「ハローワークのミスマッチ

はなぜ起こるのか」と聞かれたことがありま
す。すると、先輩は「介在者がミスマッチを
引き起こす」と言いました。つまり、介在者
が変に思い込んで相談者と話をすることで、
逆に繋がらないことも生じます。「見えない
こと」や「できないこと」、あるいは「どん
な見え方をしているか」という病気の状況、
「どんな支援や機材があれば良いか」をきち
んと伝えることも、大事になってくるのだと
思います。
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視覚障害者の雇用拡大と安定には対策化が
必要として、労働政策審議会等では日視連の
竹下会長も含めて様々な発言をしていますが、
在職者が研修やスキルアップの機会を確保で
きるようお願いしたいし、都市部以外ではそ
ういう機会も大変少ないと感じます。
また、アセスメントについては、合理的な

配慮や環境整備を行なったうえでの能力評価
をお願いしたいと考えます。そして、ジョブ
コーチに関しては障害特性を理解し、それぞ
れの障害種別に対応した支援ができる人材を
配置願いたいと思います。現在デジタル化の
進展や新型コロナの影響によりテレワークが
広まっていますが、在宅でのリモートによる
職場システムへのアクセスでは、関連のセキ
ュリティシステムが音声出力に対応しないな
どの様々な問題が生じています。そういうこ
とも含め問題提起していることを、皆様には
ご理解いただきたいと思います。
今回、令和4年10月の閣議決定により障害

者雇用促進法が変わりました。変わった点を
覚えてほしいのですが、従来の障害者雇用促
進法第5条は「すべて事業主は、障害者の雇
用に関し、社会連帯の理念に基づき、障害者
である労働者が有為な職業人として自立しよ
うとする努力に対して協力する責務を有する
ものであつて、その有する能力を正当に評価
し、適当な雇用の場を与えるとともに適正な
雇用管理を行うことによりその雇用の安定を
図るように努めなければならない」というも
のでした。
変わったのは条文のアンダーラインの箇所

で、そこを「適正な雇用管理並びに職業能力
の開発及び向上に関する措置を行うこと」と
いう形になりました。つまり、職業人として
採用されれば、職場も変わるということです。
キャリア形成やキャリアアップを行うために

は、訓練を受けなければいけませんが、訓練
を受ける状況について言うと、見えている人
の受けられる訓練が圧倒的に多いのです。ロ
ービジョンや見えていない人が受けられる訓
練制度を作らなければ仕事のキャリア形成は
できないし、能力開発ができない形になりま
すから、是非この部分は覚えておいてほしい
と思います。
また、新しい資本主義への実行として「労

働市場改革で障害者雇用はどこへ行く」とい
うスローガン的な言葉をスライドに載せまし
た。私が今気にしているのは、障害者雇用の
人材ビジネスの方向性です。令和5年3月末
の数字では、障害者雇用ビジネス事業者は23
法人、就業場所は125か所あり、6，568人の障
害者が働いています。法改正において、参議
院でも衆議院でも問題になりましたが、今は
人材ビジネスが横行しているのです。例えば、
倉庫や農園を10区分に分割して、Ａ社の障害
者、Ｂ社の障害者、Ｃ社の障害者という形で
障害者雇用を、人材ビジネス会社が儲けの道
具として展開する状況がかなり見受けられる
のです。
本来、雇用関係では指揮命令や出退勤管理

等が前提ですが、大企業の障害者雇用が上手
くいかない場合、人材会社がお金を貰いＡ社、
Ｂ社、Ｃ社の障害者雇用として障害者を採用
し、一括管理を行う方法が散見されています。
「これは問題だ」として国会でも議論されて
いますが、今後疑わしい点に関しては見てい
く必要があると思います。
そして、新しい資本主義の実行ということ

で、経済情勢が本当に大きく変わっています。
昨日も労働組合の「連合」が、「賃上げがで
きたが、これから中小企業にどう波及させる
か」と言っていました。持続的な賃上げに向
けた労働市場改革として「年功制の雇用慣行
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を転換し、学び直し支援や、成長産業への労
働力を伸ばす」と述べていますが、一体何が
出てくるのでしょうか。
確かに、「中小企業に賃上げ効果が届くの

は1～2年先」という学者もいます。一部に
は賃上げによって効果が届くかもしれません
が、年功序列の雇用形態はガラガラ崩れてい
く状況です。そのため、労働力が切り売りさ
れる展開に流されてしまうことを、私は個人
的に心配しています。
さらに雇用保険の関係ですが、失業給付の

緩和要件の話をすると、従来は自己都合で退
職すると3か月間は給付制限がかかりました。
しかし、今後は在職中にキャリア形成の研修
を受けた人が退職した場合、給付制限を短く
する話も出ています。現在、議論がどこまで
行ったのか把握していませんが、20時間未満
も対象とする動きが制度の側から大きく出て
いて、労働市場を変えています。そういう状
況の下、障害を持つ人たちが簡単に離・転職
ができるのでしょうか。私はやはりそこが心
配なのです。
時間が少なくなりましたので、話を少し変

えて、公務職場の問題に触れたいと思います。
2月3日に日視連で会議を開きましたので、
公務職場に関し問題提起をしたいと思います。
公務職場については、国の機関で3，700人、
地方自治体で3，800人、全体で7，500人が不適
正という問題が2018年明るみに出ました。何
が問題かというと、「各省庁の担当者がわか
らないまま提出した」という形になっていま
すが、厚生労働省では「国の機関における障
害者雇用への関心の低さ」に加え、「障害者
の範囲や確認方法に不手際があった」「障害
者の計上の方法について正しい理解の欠如が
あった」と言っています。
本来、民間企業ではハローワークに報告書

を提出すると、担当の雇用指導官、次長、所
長を含めて書類をすべて点検し、障害者雇用
に対する正しい情報を民間企業に提供します
が、霞が関では厚生労働省に提出されたもの
を誰がチェックし確認したのでしょうか。そ
こが重要であり問題なのだと思います。
また、障害者活躍推進計画を作るというこ

とで、公務部門における障害者雇用マニュア
ルが策定され、障害者活躍推進計画には作成
に加え公表の義務があります。各省庁のホー
ムページに載っているはずですし、厚生労働
省が作った形で掲載されていると思いますが、
5年経った時にその本質がきちんと捉えられ
ているのか、各省庁で働く障害者がきちんと
見ているかという問題もあると思います。
では、「水増し問題」発覚時にどれだけの

人が採用されたかというと、人事院では2回
の試験が行われました。でも、これは障害者
雇用拡大のための試験だったとは思えません。
雇用率を一足飛びに達成するため各省庁が試
験を2回行ったわけですから、その後「試験
しなさい」と言っても、試験は行っていませ
ん。私はそこが課題なのだと思います。
最終的には合格者998人のうち身体障害の

人が408人となりましたが、身体障害のうち
視覚障害の人は何人だったでしょうか。47人
で点字受験の人が3名でした。そういう点で
はこの段階で試験にトライし、頑張って採用
された方が一定程度いるのです。さらに、地
方自治体では自治体ごとに予算組みをすれば、
人事委員会を通さず自分のところで採用試験
ができるのです。
2018年の際は過去問題集として、視覚障害

の人たち用に日視連の工藤室長たちが様々な
取り組みを行いました。ところが、最近にな
って某市の職員採用試験を視覚障害の人が受
験したところ、一次試験で落ちてしまいまし
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た。情報提供という形で、例えば人事院のホ
ームページには「各省庁が追加で職員を募集
している」という情報が載っていますが、よ
くよく考えてみれば視覚障害者は「過去問
題」に当たれないことが多いのです。
つまり、ロービジョンを含めた視覚障害の

人は、書店で公務員の「過去問題」を買い勉
強する機会のないことがわかったのです。そ
のため、誰かがきちんと情報提供することが
必要です。公務員関係でもハローワークの民
間求人でも同様で、「求人が出ている」状況
を全体に知らせることが必要なのだと思いま
す。
アンケート結果の細かい数字はまだありま

すが、まとめに入ります。先ほど言ったよう
に、国の機関で東京の職場には1級が5人、
2級が5人、3級が2人勤務し、その他にノ
ーアンサーが1人で、内訳は全盲が4人、ロ
ービジョンが9人でした。疾病名では網膜色
素変性症が6人でした。これは、最近集まっ
た公務員交流会の中で、国家公務員の内訳で
す。そのうち在職5年の方が9名ですから、
2018年に障害者枠で採用された人が多いとい
うことです。その他、採用後発病された方が
4人いました。
逆に、地方自治体の場合は1級が6人、2

級が5人、4級が1人で、そのうち全盲が2
人、ロービジョンが9人になります。障害者
枠の採用が6人で、採用後の発病が6人にな
ります。東京都もそうですが、地方自治体は
意外と障害者枠採用を実施していて、そこが
国の制度と異なる点です。
アンケートはざっくりと集計し、コメント

も入れましたが、一番気になったのは「周囲
や上司とのコミュニケーションが十分とれて
いるか」という点です。そう質問をしたとこ
ろ、両極端の結果が出ました。周囲と上手く

やっていける部分と、遠慮して上手く聞けな
い部分がありました。そういう点で言えば、
職場でのコミュニケーションがポイントだと
思います。
あとは先ほども触れた支援機材やジョブコ

ーチの部分です。どう制度化し強化していく
かは必要なことになります。役所などの場合
には、パソコンのソフト等を結構入れ替えま
す。業者と癒着しているとは思いませんが、
「なんで変えるのか」と思うぐらい変えるの
です。ただ、そういう時には合理的配慮とし
て、「視覚障害者へのフォローもきちんとし
ます」ということを入札条件に一筆入れるぐ
らいの取り組みをしないと、いつまで経って
もそこは変わらないと思います。ですから、
制度設計自体に私たちが枠をはめていくこと
も必要です。
また、今回の「職場環境の満足度」という

アンケートですが、厚生労働省が作ったサン
プルはＡ4用紙一枚でしたが、私たちが今回
使用したものは、コミュニケーションの問題
に加え、不足する支援機器や現在使っている
支援機器などについても触れました。先ほど、
「公務員には障害者活躍推進計画の作成が義
務づけられた」と話しましたが、6月1日現
在の雇用状況報告書を民間事業者に提出の義
務付けをしていますが、その際に、「障害者
に対する活躍・推進の取り組みとして、どん
なことをしていますか」というアンケートぐ
らいは求めても良いと思っています。

時間が来てしまいました。何かありました
ら質疑の中でお答えしたいと思います。
ご清聴ありがとうございました。
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［失明までの経緯］
ただいま、ご紹介いただきました指田忠司

（さしだ ちゅうじ）と申します。
私は先ほどの紹介のように1968年に失明し

ていますが、生まれは埼玉県の狭山市です。
1953（昭和28）年の4月1日生まれのため、
学年は1952年生まれの人と同じで、現在71歳
です。実は、私が失明した1968年は大変な年
でした。現在、アメリカ大統領選にジュニア
が出馬していますが、ロバート・ケネディ氏
が大統領選挙に立候補し、キャンペーン期間
中にカリフォルニアで暗殺されました。また、
マーティン・ルーサー・キング牧師は「I h
ave a Dream」（私には夢がある）と表明
し黒人の人種差別撤廃運動を行い、1964年の
公民権法制定に大変尽力されましたが、1968
年に暗殺されています。
そして1968年6月1日には、私たちがずっ

と励みにしているヘレン・ケラー女史が、確
か88歳ぐらいで亡くなられました。その記事
が自分の眼で見た最後ではありませんでした
が、彼女の晩年写真を新聞記事上で見たこと
を明確に覚えています。
そして、その写真を見てから10日ほど経っ

た6月の半ば、体育の事故が起きました。従
来、私は左目が見えていました。右目は見え

ない片目の生活でしたが、左目は斜視も治り
眼鏡をかければ矯正視力で0．4は見えました。
そのため、盲学校への通学を拒否し、普通の
学校に行っていました。
ところが、高校在学中に体育の事故で失明

することになりました。長くなるので省略し
ますが、体育の授業中に友達の手がぶつかっ
て私の見える目を打ってしまい、1時間ほど
休んだ後、所属していた水泳クラブで練習を
始めてしまいました。皆さんご存じと思いま
すが、10年か20年前にスイミングの映画があ
りましたね。『ウォーターボーイズ』のモデ
ル校の水泳部で、私は1年生として泳いでい
たのです。すぐに療養をせず泳いだことが影
響したのかわかりませんが、目を打ったこと
が明らかな原因となって私は網膜剥離で失明
したのです。
実際、失明に至るまで医者巡りを2か月ほ

どしました。どの先生も手術を引き受けてく
れず大変がっかりしましたが、最後に現在の
新宿区戸山にある国立東京第一病院（現：国
立国際医療研究センター病院）の眼科医長の
堤修一先生が、「何とかしましょう」と言っ
てくれました。そして投薬や手術を2回して
くれたのですが、最終的には視力は回復しま
せんでした。

「失明から50年 病院と学校、
地域で出会った人々に支えられて」

社会福祉法人日本盲人福祉委員会常務理事

指田 忠司（さしだ ちゅうじ）氏

2024年通常総会記念講演2024年通常総会記念講演
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そういう経過で失明し、盲学校に入るまで
1年半ほど病院での療養生活を送りましたが、
その時にはかなり悩みました。小学校の頃、
校長から盲学校に行くように勧められたのに、
これを拒否して地元の中学校に進み、自分が
目指した高校に進学したのだから、失明して
も同じ学校に戻って勉強を続けられると思っ
ていたのです。
しかし、主治医の先生から「視力が回復す

る見込みはないから、盲学校に行きましょう
ね」と最終的に告げられて、「もうこれは仕
方ない」と思って、盲学校に入ることを決め
ました。この決定までに1年ほどの時間がか
かりました。私は体育の事故で失明したので
すが、原因となった体育の先生がいろいろ心
配してくれました。学校生活に戻れるかにつ
いて多くの方に助言を求めてくださり、皆さ
んにご心配いただく中で、当時の東京教育大
学附属盲学校（現筑波大学付属視覚特別支援
学校）の高等部に再入学することになりまし
た。
当時は、視力のある左目も眼前手動だけで、

右目は全くゼロでした。盲学校には入学試験
があり、点字はボランティアの看護学生に習
ったので少しは読めましたが、さすがに試験
は大変だろうという話になり、口頭試問で全
科目を受けることになりました。驚いたのは
入学試験でいきなり50メートルを走らされた
ことです。一年半入院していたこともあり、
大変な思いでフラフラしながら何とか10秒ほ
どで走りました。「盲学校でも体育を行う」
ということがわかって心強く感じました。ま
た、盲学校に入ってからは「点字学習」や
「歩行」といったリハビリ関係も学習しまし
た。やはり盲学校では点字が読めないと、様
々な授業を受けられず勉強が進まないのです。
そのため、私は入院中からボランティアの

看護学生に点字を習っていました。当時、一
番励みになったのは、点字でしっかりと自分
の記録をつけることでした。そこで日記を書
きましたが、先生に「盲学校に行くように」
と言われてからは、特にその分量が増えまし
た。当時、点字は1ページに16行か17行書き
だったと思いますが、毎日3、4ページは点
字板を使って書いていました。同室の人たち
は「何しているのか」と思ったかもしれませ
んが、気にしていたら何もできないため、夕
食後も点字でいろいろと書いていました。で
すから、書く方は上達しましたが、読む方が
大変でした。

［盲学校での点字学習と大学進学］
当時、盲学校では点字関連の授業はありま

せんでしたが、中途入学の人たちが点字の読
み書きを速くできるよう、理療科のベテラン
の先生が特別に指導してくれました。現在の
日本視覚障害者職能開発センターの前身「日
本盲人カナタイプ協会」が製作・発行してい
たカナタイプ練習教材（オープンリール）を
使って、点字を一定速度（1分間に120スト
ロークで）点字を打つ練習をしていたのです。
また、点字を読む方に関しては「ひたすら

読むように」と言われました。でも教科書は
面白くなかったので、主に五木寛之著『風に
吹かれて』等の軽いエッセイを読みました。
そういう形で点字学習は徐々に進みましたが、
スピードを上げないと受験問題を時間内に読
めないため大学受験で大変な思いもしました。
このように、軽い本を速いスピードで数多

く読むことも大事ですが、大学受験には基礎
学力がないと厳しいため、予備校の夏期講習
にも行きました。ただ、最終的には浪人とな
ったため、授業の教材準備を考えて、英語や
国語等の単科を受講しました。また、夏期講
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習などの短期講習も教材が準備できる範囲内
で受けました。
私は盲学校に入ることで様々な先輩との出

会いがありましたが、タートルで活躍された
大橋由昌さんも当時の先輩です。現在、横浜
市視覚障害者福祉協会の会長をされています。
その頃、私がなぜ大橋さんに関心を抱いたか
と言うと、1970年か71年の全日本視力障害者
協議会の懸賞論文に大橋さんが1位で入賞さ
れたと協議会の機関誌で読んだからです。正
確ではないですが、タイトルは「附属の三無
主義」で、大橋さんは附属の「無気力・無関
心・無責任」を生徒として自ら批判し、奮起
を促す内容の論文を書いていたのです。私は
そのことに刺激を受けました。また、大橋さ
んは私が高2の時に高等部生徒会の生徒会長
（専攻科を含む）でしたが、期せずして私が
高等部・部会長となったため、相談にものっ
てもらいました。
当時、点字教材というものは全部手書きで

した。盲学校では点字教材を左手で読み、右
手で書き写していましたが、その時に先輩か
ら後輩へという形で、大橋さんから英語の受
験本で有名な西尾孝さんの教材を貰いました。
何十ページかの教材を書き写して読んだとこ
ろ、英文解釈が非常にわかりやすいことに気
づきました。
その頃、東大点友会というボランティアグ

ループが中心になり旺文社のラジオ講座の教
材を点訳するので、「盲学校の生徒皆で亜鉛
板を使い、複製して全国に配ってはどうか」
という提案が大橋さんからありました。そこ
で、私は部隊長のような立場になり、その活
動を1年ほど続けました。活動はその後も何
年か続いたようです。
そんな形で生徒会活動として点字印刷も行

い、最後の年は盲学校で教育闘争も経験しま

した。1972年の11月から翌年1月にかけ様々
な議論があり、教官と生徒集団とが対立して
ストライキや対話集会等を行いました。私は
過激派ではありませんが、高等部をどう取り
まとめるかという問題に取り組み、先生方と
も協議して皆が卒業できるよう尽力しました。
ただ、大学受験は見事に失敗しました。受

験で一番大事な時期にそんな活動をしていた
からですが、これは「世のため人のため」と
言うのでしょうか。日本の盲人や盲教育のた
めに何かをしたいと考えたし、少しは先生方
に話を聞いてほしいと思いました。そこで、
ゲバ棒は持ちませんでしたが、点筆を持って
文集作りに取り組みました。文集は『おれた
ちの声』という冊子になり、点字と墨字（ガ
リ版刷り）で数百部を印刷して学校関係者や
家族に配りました。特に私たち障害児を育て
てくれた親兄弟に、「自分たちは果たしてど
ういう生き方をすべきだったか」「自分たち
の教育はどうあるべきだったか」と訴えたの
です。これが青春時代の思い出です。

［大学の勉学環境とその改善］
一浪した後、1974（昭和49）年、私は大学

に入りますが、大学の門戸が未だ開かれてい
ない時代でした。法学部に行こうと考えても
当時2、3校しかないため、新たに国立大学
等に掛け合ってほしいと思い、盲学校の先生
方にもお願いしました。先生方も手弁当で大
学と交渉し、「自分たちが点訳しますから」
など様々な条件を出してくれましたが、結局
は大学側の理解が得られませんでした。
当時、私がお願いしてもダメだったのは、

静岡大学、中央大学、東北大学、一橋大学な
どでした。別に恨みはありませんが拒否され
ました。当時、受け入れてくれたのは早稲田
大学と明治学院大学で、全国的にはいくつか
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ありましたが、関東はその2校でした。私は
1年間勉強をしてから何校か受験し、何とか
大学に合格できました。早稲田の法学部では
点字受験の第一号の合格者となり、先生方も
大変喜んでくれました。法律家になるかは別
としても、一人前の研究者に育つかもしれな
いと考え、先生方は勉学環境の充実のため様
々な努力をしてくれました。
また、大学時代には「早稲田大学点字会」

というボランティアグループに大変お世話に
なりました。浪人時代から予備校の問題を点
訳してもらったり、読み上げてもらったりし
ていましたが、特に大学に入ってからは法律
書の点訳、ドイツ語や英語の点訳など様々な
面で大変お世話になりました。当時は早稲田
点字会以外に明治学院大学、東京大学、東京
女子大学にも点字グループがあり、和光大学、
社会事業大学、日本女子大学等には朗読グル
ープもありました。そして、大学入学時には
「日本盲大学生会に入らないか」と言われ、
参加させてもらうことになりました。
当時の目標はいろいろありましたが、先ほ

どの話のように大学の門戸が狭いこともあり、
大学の門戸開放を柱とした陳情活動を考えま
した。私個人は大学に入って本当に充実した
勉学環境に恵まれました。本来は教授の授業
を支援する院生の仕事のようですが、ＴＡ
（ティーチングアシスタント）という制度が
あり、これを転用して視覚障害学生の教材づ
くりや補助として使うように取り計らってく
れたのです。それでも、点字のできる方や、
英語点字のできる方、朗読経験のある方々を
見つけるのは大変で、当時付属盲学校におら
れた塩谷治（しおのや おさむ）先生にもお
世話になりました。実のところ人探しが大変
だったのです。私は、早稲田大学点字会に自
分の点訳もお願いしましたが、盲学校の後輩

で受験段階にある方々の点訳も頼みました。
加えて、盲大学生会で必死に活動したこと

の一つに国会請願があります。1975（昭和
50）年6月、衆議院文教委員会に「大学の門
戸開放と勉学環境の改善について配慮してほ
しい」という請願書を数百名の署名を添えて
提出したところ、見事に採択されました。そ
の後、同年8月になりますが、今度は三木内
閣の文部大臣 永井道雄さんに、「拝啓 文部
大臣 殿」ということで請願書を提出しまし
た。
するとその後、文部省の大学局の課長補佐

から事務局長をしていた私に電話がかかって
きました。「大臣が会うとおっしゃっていま
すが、どうですか」と言われ、「こんなこと
はあり得ない」と思いながら、社会事業大学、
和光大学、早稲田大学の盲学生4人と東京大
学、社会事業大学等の点訳ボランティア学生
のあわせて6人で大臣室に伺ったところ、大
臣が30分ほど話を聞いてくれました。1968年
の大学紛争以来、「大臣は学生とは会わな
い」と決まっていたようですが、永井大臣は
「私は会いますから」と言って面談し、1か
月ほど後には様々な措置ができたのです。
例えば、国立大学で視覚障害者を受け入れ

た場合は学生一人分の2倍の予算を出すとか、
私立大学では私学助成を使うものの100万以
上の支出は文部省から国費を出すという話に
なりました。様々な背景があったと思います
が、私たちの請願が認められ、何とかプラス
の方向に進んでいくことになりました。
私自身は大学内でもそういった運動を広め

たいと思い、点字サークルの皆さんと一緒に
就職問題も含め様々な問題提起のため、大学
祭での展示や、啓発活動を行いました。失明
から生じた自分の体験をもとに、盲学校では
「皆がこんなに元気で頑張っている」という
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のがわかったのですから、多くの人に知って
ほしいと思いました。そして、差別のない世
の中にしたいと考えて、一般学生たちとも積
極的に交流しました。特に、先生方には様々
な事情があったとは思いますが、「早く門戸
を開いてください」という形で働きかけてき
たのです。

［海外の視覚障害者とのコンタクト］
次は、海外についての話です。私が盲学校

を卒業する前後の1972年頃に、「関西ＳＬ
（関西スチューデントライブラリ）」という
グループが発足し、海外の状況に関する報告
が1977年頃の機関誌に載りました。学生らに
よる「アメリカの教員採用試験に関して」と
いう報告で、一般学校で教える視覚障害教員
の状況の調査報告が掲載されていたのです。
私はこの報告を読み「これは面白い」と思い
ました。私自身も視覚障害の法律家を目指す
グループを作っていたので、視覚障害のある
法律家の状況に関して、アメリカ、イギリス、
ドイツ他の欧米先進国の状況を調べ始めたの
です。
その時に手伝ってくれたのが、オプタコン

の輸入と日本での普及に尽力されたキヤノン
御手洗氏のご夫人でした。御手洗氏は後にキ
ヤノン社長になりますが、その夫人に1974年
お会いできました。当時の活動グループは現
在のＣＷＡＪ（カレッジ・ウィメンズ・アソ
シエーション・オブ・ジャパン）で、今はそ
の中のＶＶＩ（視覚障害者との交流の会）と
いうグループになっていると思いますが、そ
ちらの方々との交流が始まったのです。
1977年、私は初めてＡＦＢ（アメリカ盲人

援護協会）に手紙を書きました。「アメリカ
の盲人法律家の状況を教えてほしい」という
ことで、様々な質問を考えましたが、英文タ

イプを打つのが難しいため御手洗さんに代筆
していただきました。2週間ほどして返事が
届き、「アメリカには400人以上の視覚障害の
法律家がいる」と初めて聞き、「これは更に
面白い」と興味を持ったのです。
当時、御手洗さんの紹介で英語を個人レッ

スンしてくれたイギリスの方が、六本木に住
んでいました。毎週そのお宅を訪ね、美味し
い紅茶を飲みながら英語のレッスンを受けま
した。すると、その先生も「いろいろ勉強に
なるから、イギリスでも調べてみよう」と言
ってくれました。そこで同様の質問状を出し
たところ、イギリスには60人の事務弁護士が
いることが判明しました。「これは面白い」
と思い、今度はドイツも調べてみることにし
ました。
ドイツについては、千葉大学の小島純郎

（こじま すみろう）先生にお願いして、先
生から貰った論文を友人が翻訳し、まとめる
形で研究の深みにはまっていきました。視覚
障害者の法律家関係の情報は、様々な方のル
ートを頼り、現地からの情報を取り寄せる形
で進みましたが、そこでまた話が拡がりまし
た。

［障害者雇用の研究と海外事情の紹介］
1980年当時「身体障害者雇用促進協会」と

いう団体が東京にあり、障害者雇用に関する
調査研究を募集していました。その募集に応
じた文月会（日本盲人福祉研究会）の調査委
員会の一員として視覚障害者の専門職従事の
状況に関する調査を行いました。調査には、
全体の企画を立てた直居鐵（ナオイ テツ）
先生、現日本点字図書館会長の田中徹二（た
なか てつじ）先生らとともに研究を進めた
のですが、海外部門の調査は私が一人で担当
しました。この調査をきっかけに視覚障害者
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の雇用だけでなく、障害者の雇用全般の研究
をすることになりました。
実は1980年代半ば、ドイツのミュンヘン大

学で教えていたハインリヒ・ショラー教授か
ら頼まれて、来日時の日程調整など、私は秘
書官のような役目を担当していました。とい
うのは、ショラー教授が日本、韓国、台湾、
中国などで講演される時は、その件を私のと
ころに全部依頼してきたからです。スケジュ
ール調整に加え、国内で話したことのない大
学の先生方とショラー教授は交流を持ってい
ました。「何時来るのか」「来る時はどうした
ら良いか」などについて、私は電話で打ち合
わせを行いました。
一部の人はご存じだと思いますが、1987年

に笹川良一という人が日本船舶振興会（現在
の日本財団）のトップとして、競艇から得た
収益を様々な福祉活動に使っていました。そ
の頃、私自身のためではありませんが、ショ
ラー先生からの紹介でフィラデルフィアのオ
ーバーブルック盲学校の留学プログラムに日
本からも盲学生を派遣してほしいと言われま
した。その資金をアジアの中で一番豊かな日
本からも出してほしいという要請があり、私
は募金集めに協力するようにと依頼されまし
た。松井新二郎先生からも「指田君、やって
あげたらいいよ」と言われ、私もオーバーブ
ルック盲学校のアンケ・リムロットさん（ド
イツ系の方）を手伝い、各所の財団を回りま
した。
その後留学プログラムが発展し、コンピュ

ータと英語だけでなく日本語も教えることと
なり、日本語教師の募集、プログラムのため
の資金獲得のためトヨタ財団を訪れることに
なりました。
1990年、トヨタ財団の方から「指田さん、

あなたは自分でも研究しているのでしょう」

と言われたので、「はい、しています」と答
えると、「あなたも自分のための研究をしな
さいよ」と言われました。「35歳が応募限度
なので、奨学金を貰って研究しなさい」と言
われ「そういう道もあったか」と思いました。
今さらですが自分は能力を超えたことばかり
していたと思い、それなら自分のやりたいこ
とをと思い奨学金プログラムに応募しました。
その時に行なったのが「視覚障害者の職場に
おける支援システムに関する研究」です。ア
メリカやイギリスの事例を中心に研究したの
です。

［海外とのコンタクトを支えてくれた人々と
通信手段の変遷］
こういう形で調査も行いましたが、やはり

海外とのコンタクトが大変貴重でした。情報
源をいくつか言うとアメリカやイギリスの視
覚障害者団体や視覚障害教育団体が発行する
月刊誌があり、点字で毎月読んでいました。
有料購読の機関誌もありますが、無料で送っ
てくれる人もいたし、海外旅行のお土産とし
て貰った機関誌もありました。そういったも
のを見て情報を集める一方、1991年は2か月
間トヨタ財団の研究として米国・英国・ドイ
ツを訪ね、約40人にインタビューを行いまし
た。
これは本当に様々な方のお手伝いで可能と

なりました。住所や電話番号のわかる場所に
アンケートを出し、その中で会ってもらえる
方を訪ねました。アメリカの西海岸から東海
岸まで行き、イギリス、ドイツに渡り2か月
ほど各地を訪問しました。この調査ではＣＷ
ＡＪ・ＶＶＩの方々にお世話になり、特にま
とめに関しては多くの方々にご助力いただき
ました。
ここまで外国の話ばかりで恐縮ですが、大
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学時代にはボランティア学生のグループにも
大変お世話になりました。卒業後は地域ボラ
ンティアに頼まないと、週1回の模擬テスト
や教材等の準備ができないことが判明し、卒
業翌年頃から同じ自治体に住む和光大学卒業
生とともに、視覚障害者の会の母体となる
「図書館を考える会」に入会し、「視覚障害
者サービスを公民館でお願いできないか」と、
地元の社会福祉協議会に対して働きかけまし
た。
当時は、埼玉県川越市に県立図書館があっ

たので、そちらで朗読サービスを提供してい
ただくことになりました。基本的には1回2
時間でしたが、困ったときは朗読者4人が交
代で8時間ほど支援してくれました。朝9時
から夕方5時頃まで連続して本を読んだり、
録音をしてくれました。試験用資料もありま
したが、視覚障害法律家の海外での状況を調
べる参考書等もあったので、ドイツ、アメリ
カ、イギリス、フランスにおける法律家の養
成課程を調べて記載しました。その時の未完
原稿300枚は、今も自宅に保管しています。
その頃にしていた活動として、法律家の可

能性を考える「ユスティティアの会」を77年
から作っていました。そちらでは情報交換も
していましたが、問題なのは点訳や朗読に際
し名前の読み方がわからない点でした。そこ
で「人名辞典を作ろう」という話になりまし
た。また法律用語の略語略記が難しかったの
で、ラテン語をはじめ様々な文献から法律用
語として出てくる英語、フランス語、ドイツ
語の略語マニュアルを作り、ユスティティア
の会編集発行で、日本点字図書館の用具部で
2冊販売しました。
他には市民としての活動も行いました。地

元のボランティア養成のため、ボランティア
の協力を得ながら「視覚障害者の会」を作っ

たところ、10年間会長をすることになりまし
た。そんな状況を周りが見かね、松井先生か
らも「指田君、これからどうするんだ」と言
われ、「何か良い仕事があればお願いしま
す」と言いつつ、トヨタ財団の研究をするこ
とになった話をすると、「今度、障害者職業
総合センターができるので、そこを推薦する
よ」と言ってくれました。当時の大学の総長
やいろいろな方に推薦書をいただき、それま
でに書いた論文を業績としてまとめて提出し、
障害者職業総合センターに就職しました。

では、障害者職業総合センターで取り組ん
だ研究についてのお話をします。センターに
入る前から続けてきた「視覚障害者の職場に
おける支援システムに関する研究」は、トヨ
タ財団に提出しましたが、前段階の調査でイ
ギリスのパーソナル・リーダーサービス（個
人朗読サービス）を見つけました。これは視
覚障害者が働く際に必要な文献やタイピング
整理を手伝う人に時給を支給するシステムで
す。この制度を紹介したところ、視覚障害者
の運動団体の方々がそれを読んで参考にして
くれました。
確か1988年度だったと思いますが、その頃

「職場介助者制度」がスタートしました。私
が直接提案したのではありませんが、視覚障
害者団体が海外事例を陳情に入れることで、
それが実現したのだと思います。
1992年、障害者職業総合センターで「職場

介助者制度の状況」を調査したいと考え、様
々な団体にアンケート調査を実施しました。
その中のひとつが、現タートル理事長の重田
さんが代表をされていたこともある「ＪＶＴ
（全国視覚障害教師の会）」です。
他の障害者と比べ大変出遅れていた視覚障

害者の一般雇用問題として、「どういう支援
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が必要か」「どういう支援があったら良い
か」にも取り組みました。初めての取り組み
でしたが、現在も通信社の翻訳業務に従事さ
れ活躍している方が、ちょうど就職活動を行
っているという話が飛び込んできました。そ
の方に聞くと「やってみたい」ということな
ので、私も通信社に出向き、様々な調整をし
てから試験を受けてもらう形になりました。
また、就職後の業務を考え、当時のMS－

DOSレベルのワープロの手伝いもしました。
特に、英語の読みについては十分なものが無
かったので、音声化ソフト『VDM100』の英
語読み辞書をカタカナ書きで作成し、自動変
換ができるように調整しました。それを提供
して「仕事がしやすくなれば良い」と思いつ
つ何回かは研究発表会で事例報告を行いまし
た。
その次の出来事は、当時の労働省か厚生労

働省の話になると思います。雇用労働が多い
中、様々な仕事のうち雇用促進協会やその後
の「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支
援機構」の研究で対象とならなかった三療
（あんま・マッサージ・指圧・鍼・灸）に従
事する視覚障害者の状況に関し、調査を行い
たいと考えました。そこで、現在の筑波技術
大学名誉教授の藤井亮輔さんのグループと共
に調査を行いまとめました。三療業に関して
は、雇用支援機構での唯一に近い実態調査に
なると思います。
そして3つ目の調査関係です。皆様も関心

をお持ちと思いますが、ヨーロッパやアメリ
カの障害者の状況、権利保障の状況に加え、
2006年に国連で採択された障害者権利条約等
の状況に関して、どうフォローするかという
研究をしてきました。言語が英語、フランス
語、ドイツ語など多岐にわたるため一番大変
でした。また、厚生労働省からの注文も多い

うえに、内閣府も関係してきます。
そういう中で、多くの大学関係者と接触を

取りながら様々な方に原稿の執筆を依頼して、
1冊の報告書にまとめました。「3か月から
半年ぐらいで全部調査せよ」とのかなり厳し
い注文もありましたが、「日本として権利条
約にどう対応するか」という情報が少ないた
めに、障害者職業総合センターに様々な発注
が来たからです。そこで大学関係者など多く
の方にお願いして情報を短期間で原稿にまと
め出版したのですが、大変面白かったと思い
ます。
その関係で海外にも2回ほど行きました。

1回は「フランスの雇用制度について運用状
況を調べるように」というものでした。8日
間の出張でしたが、月曜から金曜まで5日間
しかないため10か所すべてを終日通訳つきで
回りました。上司と共に訪問し様々な情報を
収集し、まとめて出版する形になりました。
他にはドイツやアメリカも訪れ、いろいろな
状況を確認しました。
特にアメリカでは、私が以前から情報交換

していた人々が出世し、クリントン政権下で
は教育省リハビリテーション局長になってい
ました。また、アメリカの盲人団体を通して
訪問したところ、ＥＥＯＣ（Equal Employ-
ment Opportunity Commission）という
障害だけでなく人種差別も含めた「雇用機会
均等委員会」の偉い方々にも直接会えました。
そこでの質問を通じ、様々な情報を収集させ
てもらいました。時期的にも本当にラッキー
だったと思います。
コミュニケーションに関してはフランス語

を除けば、ドイツ語は若干出来たし、英語は
ほぼ自分の力で話せたので、さほど苦労はし
ませんでした。ただ、情報収集を行うには時
差があるため、夜中に起きて架電するケース
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が多かったと思います。インターネットが使
えるようになったのは90年代半ば以降なので、
当時は時間がかかり体力的にも大変でした。
先ほど申し上げましたが、コミュニケーシ

ョン面で手伝ってくれた方は、国内では故松
井 新二郎先生、先年亡くなられた元日本ラ
イトハウス理事長の岩橋 明子先生、そして
田中 徹二先生などがいらっしゃいます。そ
ういう方々に多くの示唆をいただきながら海
外とのコンタクトを続けてきました。ＣＷＡ
Ｊの中では、特に岡村さんという日本人と結
婚されたアメリカ人の方から、文章作成等の
面でもお世話になりました。
私自身としては視覚障害になってから新た

な出会いの連続でした。新しい世界をずっと
追いかけてきた50年だと思います。こういっ
た経験をもとに「何をどう残すか」という話
ですが、私は1968年に失明しその年に病院に
入ったので「失明50周年病院同窓会」という
ものを勝手に企画したところ、当時同じ病室
の方はほぼ亡くなられていました。ドイツ語
を教えてくれた方は当時50代でしたから、50
年経った現在では100歳を超えています。そ
のため、病院同窓会を企画しても該当者が見
当たらなかったのです。
ただ、今も元気に暮らす方が鹿児島に一人

いたので、その方を訪ねようと思いつきまし
た。そこで「病院同窓会をやります」と言っ
て2018年に勝手に鹿児島に行き、彼の自宅を
訪ね、様々な話をしてきました。やはり、鹿
児島と言うと知覧の特攻隊基地や、鑑真和上
が漂着された坊津（ぼうのつ）の浜、あとは
玉川大学創立の小原國芳先生等にも縁がある
ということで、そういう方々の記念碑的な場
所を一緒に訪問してきました。

［今後の課題］
今後のことですが、私は現在まで先人たち

の力や知恵で職業生活を発展させてきました。
そこで得た成果を、単なる報告書だけではな
い形にまとめたいと思います。報告書は次第
に古くなりますし、歴史的な価値はあるかも
しれませんが、今から思えば「間違ってい
た」という場合も生じます。それを消すこと
はできませんが、私自身としてはそれが生じ
た背景を皆さんにお伝えできればと考えてい
ます。
今回こうした話の機会をタートルの皆様か

らいただけたことは大変光栄で、貴重な機会
であったと思います。身体がもう少し良くな
って、皆様と接する機会を持てたらと考えま
す。長時間になりましたが、ご清聴ありがと
うございました。
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タートル情報誌今後の発行予定について

情報誌67号 2025年7月発行予定
・2024年11月交流会講演
「現在の歩行訓練と歩行訓練士の役割～な
ぜ単独歩行が必要か～」
ＮＰＯ法人グローイングピープルズウィル
テクニカルアドバイザー

歩行訓練士、視覚障害リハビリテーション
協会理事 中村 透 氏

・2025年1月交流会講演
「フリーランスという働きかたにいたるま
で～私のリカバリーストーリー～」
精神保健福祉士・視覚障害者の就労を支援
する会 運営委員 高尾 朋子 氏

以上、充実した内容をお届けしますので、ご
期待ください。

ご参加をお待ちしております!!

◎交流会
本年度は9月、3月の第3土曜日にオンラ

インと一部、対面で行います。毎回、講演を
聴いたあと、講師との質疑応答の時間も設け
ます。

◎タートルサロン
上記交流会実施月以外の毎月第3土曜日の

14：00～16：00に行います。情報交換や気軽
な相談の場としてご利用ください。
他にも、原則第1日曜日には、偶数月にテ

ーマ別サロン、奇数月にＩＣＴサロンも行い

ます。

一人で悩まず、先ずは相談を!!
「見えなくても普通に生活したい」という

願いはだれもが同じです。職業的に自立し、
当たり前に働き続けたい願望がだれにもあり
ます。一人で抱え込まず、仲間同士一緒に考
え、気軽に相談し合うことで、見えてくるも
のもあります。迷わずご連絡ください！ 同
じ体験をしている視覚障害者が丁寧に対応し
ます。（相談は無料です）
＊電話やメールによる相談はお受けしてい
ますので、下記の事務局まで電話または
メールをお寄せください。

ＩＣＴに関する情報提供・情報共有を行っ
ています。
タートルＩＣＴサポートプロジェクトでは、

就労の場におけるＩＣＴの課題に取り組んで
います。ＩＣＴについては、専用のポータル
サイトやグループメールをご活用ください。

タートルＩＣＴポータルサイト
https : //www.turtle.gr.jp/hpmain/ict/
タートルＩＣＴグループメールへの登録は以
下をご参照ください。
https : //www.turtle.gr.jp/hpmain/ict/
activity-2/ict-groupmail/

正会員入会のご案内
タートルは、自らが視覚障害を体験した者

たちが「働くことに特化」した活動をしてい
る「当事者団体」です。疾病やけがなどで視
力障害を患った際、だれでも途方にくれてし

お 知 ら せ コ ー ナ ー
☆タートル事務局連絡先
Ｔｅｌ：03‐3351‐3208
E-mail : mail@turtle.gr.jp
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まいます。そのような時、仕事を継続するた
めにはどのようにしていけばいいかを、経験
を通して助言や支援をします。そして見えな
くても働ける事実を広く社会に知ってもらう
ことを目的として活動しています。当事者だ
けでなく、晴眼者の方の入会も歓迎いたしま
す。
※入会金はありません。年会費は4，000円
です。

賛助会員入会のご案内
賛助会員の会費は「認定ＮＰＯ法人への寄

付」として税制優遇が受けられます！
視覚障害当事者はもちろん、タートルの目

的や活動に賛同し、ご理解ご協力いただける
個人や団体の入会を心から歓迎します。
※年会費は1口3，000円です。（複数口大歓
迎です）

眼科の先生方をはじめ、産業医の先生、医
療に従事しておられる方々には、視覚障害者
の心の支え、ＱＯＬの向上のためにも是非、
賛助会員への入会を歓迎いたします。また、
眼の疾患により就労の継続に不安をお持ちの
患者さんがおられましたら、どうぞ、当法人
をご紹介いただけますと幸いに存じます。
入会申し込みはタートルホームページの入

会申し込みメールフォームからできます。ま
た、申込書をダウンロードすることもできま
す。
ＵＲＬ：http : //www.turtle.gr.jp/

ご寄付のお願い
税制優遇が受けられることをご存知ですか

?!
タートルの活動にご支援をお願いします‼
視覚障害者からの就労相談希望は、本当に

数多くあります。また、視力の低下による不

安から、ロービジョン相談会・各拠点を含む
交流会やタートルサロンに初めて参加される
人も増えています。それらに適確・迅速に対
応する体制作りや、関連資料の作成など、私
達の活動を、より充実させるために皆様から
の資金的ご支援が必須となっています。個人
・団体を問わず、暖かいご寄付をお願い申し
上げます。
当法人は、寄付された方が税制優遇を受け

られる認定ＮＰＯ法人の認可を受けました。
また、「認定ＮＰＯ法人」は、年間100名の

寄付を受けることが認定条件となっています。
皆様の積極的なご支援をお願いいたします。
寄付は一口3，000円です。いつでも、何口

でもご協力いただけます。
寄付の申し込みは、タートルホームページ

の寄付申し込みメールフォームからできます。
また、申込書をダウンロードすることもでき
ます。
ＵＲＬ：http : //www.turtle.gr.jp/

≪会費・寄付等振込先≫
●郵便局からの振込
ゆうちょ銀行
記号番号：00150－2－595127
加入者名：特定非営利活動法人タートル
●他銀行からの振込
銀行名：ゆうちょ銀行
金融機関コード：9900
支店名：〇一九店（ゼロイチキユウ店）
支店コード：019
預金種目：当座
口座番号：0595127
口座名義：トクヒ）タートル
ご支援に感謝申し上げます！
多くの皆様から本当に暖かいご寄付を頂戴

しました。心より感謝申し上げます。これら
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のご支援は、当法人の活動に有効に使用させ
ていただきます。
今後とも皆様のご支援をお願い申し上げます。
活動スタッフとボランティアを募集していま
す!!

あなたも活動に参加しませんか？
視覚障害者の就労継続・雇用啓発につなげ

る相談、交流会、情報提供、就労啓発等の事
業を行っております。これらの事業の企画や
運営に一緒に活動するスタッフとボランティ
アを募集しています。会員でも非会員でもか
まいません。「当事者」だけでなく、「晴眼者
（目が不自由でない方）」の協力も求めてい
ます。首都圏以外にも、関西や九州など各拠
点でもボランティアを募集しています。
具体的には事務作業の支援、情報誌の編集、

ＨＰ作成の支援、交流会時の受付、視覚障害
参加者の駅からの誘導や通信設定等さまざま
です。詳細については事務局までお気軽にお
問い合わせください。

タートル事務局連絡先
Ｔｅｌ：03－3351－3208
E-mail : mail@turtle.gr.jp
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理 事 杉田 ひとみ 大橋 正彦 芹田 修代
協力者 高橋 律子 氏

編 集 担 当
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特定非営利活動法人 タートル 情報誌
『タートル第66号』
2025年4月11日発行ＳＳＫＵ増刊通巻第8140号
■ 発 行 特定非営利活動法人 視覚障害者の就労を支援する会

理事長 神田 信
■ 事務局 〒160‐0003 東京都新宿区四谷本塩町2‐5

社会福祉法人 日本視覚障害者職能開発センター 東京ワークショップ内
電 話 03‐3351‐3208

■ 連絡用メール mail@turtle.gr.jp
■ URL http : //www.turtle.gr.jp/
■ 公式 LINEアカウント https : //line.me/R/ti/p/@985ziykq?oat_content=url
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